
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円）

投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円） 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

② 経年比較分析（対前年度実質増減の算出） （単位：億円）

③ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

（独）日本学生支援機構
https://www.jasso.go.jp/

　優れた学生等であって経済的理由により修学に困難があるものに対し、次代の社会を担う豊かな人間性を備えた人材の育成に資するととも
に、教育の機会均等に寄与することを目的として、学資の無利子貸与事業（財投活用分・授業料後払い制度）及び有利子貸与事業を行ってい
る。
(参考）財政投融資対象外の事業としては、特に優れた学生等であって経済的理由により著しく修学に困難があるものに対し、学資の無利子貸
与事業・給付事業を行うほか、留学生支援事業、学生生活支援事業がある。

区分 ７年度 ８年度 増減 主な増減要因

1.国の支出（補助金等） 1,174           2,876           +1,702         
・前提金利の上昇により補助金等が増加（+1,736億円）
・国の政策に伴う有利子貸与残高減少により、回収不能債権
に係る補助金等が減少等（△34億円）

2.国の収入（国庫納付等）　※ △149          △36            +113            
・国の政策に伴う有利子貸与残高減少により、運用収入が減
少（+113億円）

3.出資金等の機会費用分 0                 0                 +0               ・前提金利の上昇により出資金の機会費用の増加（+0億円）

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 1,026           2,840           +1,815         

分析期間（年） 26年             26年             -                 

 (A) 8年度政策コスト 【再掲】 2,840            (A) 8年度政策コスト 【再掲】 2,840           

① 分析期首までに投入された出資
　金等の機会費用分

0                 ①繰上償還 △1,291        

② 分析期間中に新たに見込まれる
　政策コスト

2,840           ②貸倒 236             

国の支出（補助金等） 2,876           ③その他（利ざや等） 3,896           

国の収入（国庫納付等）　※ △36            

剰余金等の機会費用 -                 

出資金等の機会費用 -                 

実質増減 主な増減要因

+1,661         
・有利子及び無利子貸与事業の令和6年度実績確定及び令和7年度見込改定の利差による増加（+1,034億円）
・有利子及び無利子貸与事業の令和8年度新規融資分の利差による増加（+360億円）
・前提金利の上昇及び有利子貸与事業における繰上償還の減少による補助金等の増加等（+267億円）

 (A) 8年度政策
　　コスト 【再掲】

前提金利+1%
ケース

増減額 増減理由

2,840                  3,630                  +789                   
・前提金利が1％上昇すると、支払利息の増加に伴って補助金等が増加（+804億
円）し、余裕金運用利息の増加に伴って国庫納付額が増加（△15億円）するた
め。

 (A) 8年度政策
　　コスト 【再掲】

貸倒償却額+1%
ケース

増減額 増減理由

※　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

2,840                  2,851                  +10                    
・貸倒償却額が1％増加すると、貸倒償却の増加に伴って補助金等が増加（+7億
円）し、国庫納付等が減少（+3億円）するため。

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。



３．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

無利子貸与事業における繰上償還率、貸倒償却率

有利子貸与事業における繰上償還率、貸倒償却率

４．事業スキーム（図示）　　　 ※有利子貸与事業の場合

9年度以降平均3.422%

1.794% 9年度～1.794%

貸倒償却率 0.006% 0.008% 0.016% 0.010% 0.019% 0.010% 0.020%

7 8 9～33年度

繰上償還率 2.759% 2.634% 2.466% 2.343% 2.160% 1.977%

年　　度 2 3 4 5 6
（実績） （見込み） （計画） （試算前提）

- 9年度～　1.007%

貸倒償却率 - - - - - - - -

7 8 9～32年度

繰上償還率 - - - - - -

年　　度 2 3 4 5 6

［試算の概要］
①　試算の対象
　　 日本学生支援機構が行う奨学金事業のうち、無利子貸与事業（授業料後払い制度）及び有利子貸与事業を試算。
②　試算の対象事業規模
　　 貸与残高64,036億円（令和7年度末時点）に加え、令和8年度決定の事業費6,382億円及びその学年進行分の貸与を実行
　 した場合について試算。
③　分析期間
　 　既往の貸与金残高に加え、上記②に基づき貸与（無利子貸与事業（授業料後払い制度）は最長で専門職学位課程の3年
　 間、有利子貸与事業は最長で医学部等の6年間）を行い、その後回収（最長20年間）が完了するまでの26年間。

[将来の事業見通しの考え方]
①　貸与利率については3％を上限とし、無利子貸与事業については全期間にわたって無利子、有利子貸与事業については
　 在学中は無利子である。
②　管理費については、日本学生支援機構の一般管理費から奨学金貸与事業の業務に係る経費を抽出した後、新規融資に
   係る経費と債権管理等に係る経費とに分類し、新規融資分は学資金貸与額、債権管理等に係る経費は学資金貸与残高の
   割合に基づき算出している。
③　繰上償還については、無利子貸与事業（授業料後払い制度）は令和5・6年度の無利子貸与事業全体の実績を基に、有利
   子貸与事業は令和8年度決定における繰上償還率を基に算出している。
④　貸付金償却率については、各推定年度末における貸倒引当金見積額を、その翌年度以降の分析期間中に償却することと
   して貸倒償却額を推計しており、合計額1,306億円を令和8年度以降の分析期間中に償却することとしている。

（実績） （見込み） （計画） （試算前提）



５．当該事業の成果、社会・経済的便益など　

① 貸与事業実績等

  ア．貸与実績　（令和6年度）　622,666人 、 5,564億円

（内訳） 無利子貸与事業（授業料後払い制度） 　　 　　　　　　149人、1億円

有利子貸与事業 　　　622,517人、5,562億円

　イ．貸与実績　（昭和59年度～令和6年度累計）　6,470,468人 、 154,437億円

（内訳） 無利子貸与事業（授業料後払い制度） 　　 　　　　　　149人、1億円

有利子貸与事業 6,470,319人、154,436億円

　ウ．貸与残高　（令和6年度末）　3,824,100人 、 64,372億円

（内訳） 無利子貸与事業（授業料後払い制度） 　　 　　　　　　149人、1億円

有利子貸与事業 　3,823,951人、64,371億円

　エ．貸与計画　（令和7年度計画）　 658,217人 、 5,912億円

（内訳） 無利子貸与事業（授業料後払い制度） 　　 　　　4,819人 、 57億円

有利子貸与事業 　　653,398人 、 5,854億円

　オ．貸与計画　（令和8年度計画）　 689,314人 、 6,382億円

（内訳） 無利子貸与事業（授業料後払い制度） 　 　　　　5,808人 、 66億円

有利子貸与事業 　　683,506人 、 6,316億円

(注)　ウの貸与人員には、返還中及び在学中の人員を含む。

② 主たる政策目的及び社会・経済的便益

（ア）　無利子貸与事業（授業料後払い制度）は、大学院の修士課程等の学生に対して、また、有利子貸与事業は、大学、短大、

　　大学院、高専（4、5年生）及び専修学校（専門課程）の学生・生徒に対して、卒業後の収入を返還財源として、適切な利用者

  　負担のもとに、学資を貸与しているものである。有利子貸与事業は、平成11年度以降は学資の貸与を必要としている学生等

　　のニーズに対応するため、貸与人員の増加、貸与月額の選択制の導入及び貸与基準の緩和などの制度拡充を図っている。

・有利子貸与事業の貸与人員の推移　　（平成11年度実績）　20.8万人　→　（令和8年度計画）　68.4万人

・大学学生数に対する貸与率の推移　　（平成11年度実績）　6.1％　→　（令和8年度計画）　19.1％　（3.1倍）

（イ）　奨学金貸与事業は、学生等が自立し、安心して学ぶことができる適切な修学環境の整備、次代を担う豊かな人間性を備

  　えた創造的な人材の育成並びに国際相互理解の増進に寄与している。

（参考）財投機関の財務状況については、以下のURLより御覧いただけます。

https://www.bb.mof.go.jp/server/2026/dlpdf/DL202614001.pdf#page=508



【政策コストの推移】

（単位：億円）

29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

1,454 1,301 1,129 1,136 937 1,480 578 982 1,026 2,840

1,454 1,293 1,120 1,127 925 1,499 1,066 1,251 1,174 2,876

- - - - - △19 △488 △269 △149 △36

△1 8 9 9 12 0 0 0 0 0出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】
（独）日本学生支援機構の貸与事業は、回収金の他、当機構が有利子で調達した資金をもとに実施しているが、

貸与期間中の奨学生は無利息であるため、利子補給金を受けて利払いを行うなど、政策コストが生じる構造にある。

奨学金貸与事業は、学資の貸与を必要とする学生等のニーズに対応するため、貸与基準の緩和等による制度拡

充を行い事業規模を拡大してきたが、様々な返還金回収促進策の実施や前提金利の低下等により令和3年度まで

政策コストは減少傾向にあった。令和4年度及び令和5年度においては、貸倒償却額等の試算の前提を見直した影

響を受け、政策コストが令和4年度は増加、令和5年度に再び減少した。令和6年度は、前提金利の上昇により政策

コストが増加し、令和7年度は、国庫納付金等の減少により政策コストが増加した。

令和8年度は前提金利の上昇により政府補給金が増加し政策コストが増加した。

【政策コスト分析結果（令和8年度）に対する財投機関の自己評価】
令和8年度分析では、前提金利の上昇に伴い政府補給金が増加したことにより、政策コストが増加したと推察する。

当事業は、新たな制度の導入や拡充等に伴って政策コストへの影響を受けるものの、試算上、現状の資金調達、

回収等の事業スキームが実施される前提においては、財務の健全性は確保されていると評価する。

感応度分析（前提金利＋1％ケース）では、高い金利設定により得られる余裕金運用利息が基本ケースより多いも

のの、それ以上に支払利息の増加により政府補給金が増加することとなったため、基本ケースと比較してコストが増

加する結果となったが、現状の事業スキームでは財務の健全性への影響は想定されない。

感応度分析（貸倒償却額＋1％ケース）については、償却額の増加に伴って国庫補助金の増額が必要となるため、

基本ケースと比較して政策コストは増加するものの、その増加幅は限定的であるため、財務の健全性へ与える影響

は軽微であると考える。
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（単位：億円）

≪（独）日本学生支援機構≫ 出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。


